
平成 28 年太子町 要綱第 12 号  

 

太子町防犯カ メラ 設置及び維持 管理 事業補助金交 付要 綱  

  

 

（目的）  

第１条  この 要綱 は、町会及び 自治 会（以下「町 会等 」という 。）

が地域におけ る犯 罪の抑止と防 止を 目的として 、防犯 カメラを設

置する事業（ 更新 を含む。以下 「設 置事業」とい う。）及び維持

管理する事業 （以 下「維持管理 事業 」という 。）に対 し、その費

用の一部を予 算の 範囲内で補助 金と して交付する もの とし、その

交付に関して は、 太子町補助金 交付 規則（平 成 19 年太子町規則

第 26 号）に定め るもののほか 、必 要な事項を定 める ことを目的

とする。  

（補助金の交 付対 象者 及び補助 要件 ）  

第２条  設置 事業 に対する補助 金（ 以下「設置補 助金 」という 。）

の交付対象者 は、防犯カメラを 新た に購入し設置 又は 更新する町

会等であって 、次 に掲げる要件 をす べて満たすも のと する。  

(１ ) 防犯カ メラ は、道路及び 公園 の出入り口付 近な ど、不特定

多数の者が利 用す る公共空間が 撮影 される場所に 設置 するこ

と。  

(２ ) 防犯カ メラ を設置する町 会等 は、別に定める 基 準 を遵守す

ると共に 、当該基 準に適合する 防犯 カメラの管理 運用 規程等を

策定すること 。  

(３ ) 町会等 の総 意で防犯カメ ラを 設置するもの であ ること。  

(４ ) 防犯カ メラ の撮影対象区 域内 の住民等の同 意を 得ている



こと。  

(５ ) 防犯カ メラ の設置による 犯罪 抑止効果を最 大限 に引き出

すため、防犯 カメ ラの撮影を示 す看 板を設置する こと 。  

(６ ) 防犯カ メラ の設置にあた って は、設置箇所の 所 有者等から

占用許可等を 受け ていること。  

２  維持管理 事業 に対する補助 金（ 以下「維持 管理補 助金」とい う。）

の交付対象者 は、設置補助金の 交付 を受けて設置 した 防犯カメラ

を維持管理し てい る町会等とす る。  

３  設置補助 金の うち、更新に対 す る補助金の交 付対 象者は、設置

補助金の交付 を受 けて 防犯カメ ラ設 置後６年を経 過し ている町

会等であるこ と。ただし、盗難、落 雷、火災など の突 発的な事故

があった場合 は、 この限りでは ない 。  

（補助対象経 費）  

第３条  設置 補助 金の交付対象 とな る経費（以下「設 置補助対象経

費」という 。）は 、 防犯カメラ の設 置に要する次 の費 用とする。  

(１ ) 防犯カ メラ 、録画装置その 他 防犯カメラを 構成 する機器の

購入に要する 費用  

(２ ) 専用ポ ール 設置工事費  

(３ ) ケーブ ル設 置工事費  

(４ ) 防犯カ メラ の撮影を示す 看板 設置費用  

(５ ) その他 防犯 カメラの設置 に要 する費用  

２  維持管理 補助 金の 交付対象 とな る経費（以下「維 持管理補助対

象経費」とい う。）は、防犯カ メラ 運用後、映像 記録 媒体（ＳＤ

カード等 ）（以 下「記録媒体 」とい う。）の使用期 間 が２年以上経



過し、又は書込 回 数の超過等に より 交換が必要と なっ た記録媒体

の購入費用と する 。ただし 、保守費 用、修理費 用、記 録媒体の取

り付け費用等 の維 持管理費用 、地代 及び 占用料は 、補 助対象外と

する。  

（補助金の額 ）  

第４条  設置 補助 金 の額は 、前条第 １項の設置補 助対 象経費の２分

の１の 額（そ の額 に 1,000 円未満の 端数が生じた 場合 は、これを

切り捨てた額 ）と し、防犯カメ ラ１ 台につき 100,000 円を限度と

する。ただし、同 一の町会等に 対す る設置補助金 の交 付は、１年

度に１回を限 度と する。  

２  維持管理 補助 金の額は、前 条第 ２項の維持管 理補 助対象経費の ２

分の１の額（ そ の 額に 100 円未満の 端数が生じた 場合 は、これを切

り捨てた額 ）とし 、１枚当 たり 6,000 円を限度とす る。ただ し、記

録媒体の枚数 は、当該年度につ き防 犯カメラ１台 当た り１枚を限度

とする。  

（設置補助金 の交 付申請）  

第５条  町会 等の 代表者 （以下 「申 請者」という 。） は、設置補助 金

の交付を受け よ う とするときは、太 子町防犯カメ ラ設 置補助金交付

申請書（様式 第１ 号。以下「申 請書 」という 。） に次 の各号に掲げ

る書類を添え て 町 長に提出しな けれ ばならない。  

(１ ) 防犯カ メラ の設置が町会 等の 総意であるこ とを 証する書

類等  

(２ ) 防犯カ メラ の撮影対象区 域の 住民等の同意 書  

(３ ) 防犯カ メラ 及び表示板の 設置 予定箇所の位 置図 並びにそ



の現況写真  

(４ ) 防犯カ メラ の撮影対象区 域を 記載した平面 図  

(５ ) 防犯カ メラ 管理責任者届 出書  

(６ ) 防犯カ メラ の購入等に係 る見 積明細書の写 し  

(７ ) 購入し よう とする防犯カ メラ のカタログ等  

(８ ) 前各号 に掲 げるもののほ か、 町長が必要と 認め る書類等  

２  申請者は 、更 新 に対する補 助金 の交付 を 受 け よ う と す る と き は 、

申請書に次の 各号 に掲げる書類 を添 えて町長に提 出し なければな

らない。  

 (１ ) 防犯カメ ラ及び表示板 の設 置予定箇所の 位置 図並びにその

現況写真  

 (２ ) 防犯カメ ラ管理責任者 届出 書  

(３ ) 防犯カ メラ の購入等に係 る見 積明細書の写 し  

(４ ) 購入し よう とする防犯カ メラ のカタログ等  

(５ ) 前各号 に掲 げるもののほ か、 町長が必要と 認め る書類等  

（設置補助金 の交 付決定）  

第６条  町長 は 、 前 条 の 規 定 に よ り 申 請 書 の 提 出 が あ っ た と き は 、

警察と協議の 上、その内容を審 査し 、補助金を交付 す べきものと

認めたときは、交 付の決定をし、太 子町防犯カメ ラ設 置補助金交

付決定通知書（ 様 式第２号）によ り 、当該申請者に 通 知するもの

とする。  

２  町長は、設 置 補助金の交付 を決 定する場合に おい て、補助金の

交付の目的を 達成 するために必 要が あると認める とき は、条件を

付することが でき る。  



３  町長は、 設 置 補 助 金 の 交 付 を 行 わ な い こ と を 決 定 し た と き は 、

太子町防犯カ メラ 設置補助金不 交付 決定通知書（様 式 第３号）に

より、その理 由を 付して当該申 請者 に通知するも のと する。  

（維持管理補 助金 の交付申請）  

第７条  申請 者は 、維持管 理補助金 の交付を受け よう とするときは 、

太子町防犯カ メラ 維持管理補助 金交 付申請書（様式 第 ４ 号）に次

の各号に掲 げ る 書 類 を 添 え て 、 町 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

(１ ) 記録媒 体の 購入 に係る見 積書 の写し  

(２ ) 記録媒 体を 交換する防犯 カメ ラの位置図  

(３ ) 前各号 に掲 げるもののほ か町 長が必要と認 める 書類等  

（維持管理補 助金 の交付決定等 ）  

第８条  町長 は、維持管理補助 金の 交付決定をし たと きは、太子町

防犯カメラ維 持管 理補助金交付 決定 通知書（様 式第５ 号）により 、

当該申請者に 通知 す るものとす る。  

（申請の取下 げ）  

第９条  第６ 条第 １項 又は第８ 条に より設置補助 金又 は維持管理

補助金の交付 決定 を受けた申請 者が 、補助金交 付の申 請を取り下

げようとする とき は、交付決 定の通 知を受け取っ た日 から起算し

て 14 日以内にそ の旨を記載し た書 面を町長に提 出し なければな

らない。  

（事業内容の 変更 ）  

第 10 条  申請者 は、第５条又 は第 ７条に基づき 申請 した内容を変

更しようとす ると きは、必要な書 類 を添えて、太子 町 防犯カメラ

設置補助金及 び維 持管理補助金 事業 変更届出書（様 式 第 ６号）を



町長に提出し なけ ればならない 。  

（中止等の承 認）  

第 11 条  申請者 は、補助事業 を中 止し、又は廃 止す る場合は、太

子町防犯カメ ラ設 置 補助金及び 維持 管理補助金事 業中 止（廃止）

承認申請書（様 式 第 ７号）を町長 に 提出し、その承 認 を 受けなけ

ればならない 。  

（実績報告）  

第 12 条  申請者 は、防犯カメ ラの 設置が完了し たと きは、次の各

号に掲げる書 類を 添えて、太 子町防 犯カメラ設置 補助 金補助金実

績報告書（様 式第 ８ 号）（ 以下「設 置補助金補助 金実 績報告書」

という。）を当該 防犯カメラの 設置 が完了した日 の翌 日から起算

して 30 日以内又 は当該 完了の 日の 属する年度の ３ 月 31 日のいず

れか早い日ま でに 町長に提出し なけ ればならない 。  

(１ ) 防犯カ メラ の設置に係る 契約 書又は請書等 の写 し  

(２ ) 防犯カ メラ の設置に係る 仕様 書及び設置図 面  

(３ ) 防犯カ メラ の設置に係る 工事 完了届又は納 品書 の写し  

(４ ) 防犯カ メラ 設置費用の支 出に 係る請求書及 び領 収書の写

し  

(５ ) 町会等 が定 めた防犯カメ ラ管 理運用に関す る規 程  

(６ ) 防犯カ メラ 設置後の現況 写真 及び防犯カメ ラの 撮影状況

を示す写真  

(７ ) 道路、私有 地等に防犯カ メラ を設置する場 合は 、所定の手

続きに基づく 占用 許 可書等の写 し  

(８ ) 前各号 に掲 げ るもののほ か、 町長が必要と 認め る書類等  



２  申請者は、記 録媒体の交換 が完 了したときは、太 子町防犯カメ

ラ維持管理補 助金 実績報告書（ 様式 第９号）（以下「 維持管理補

助金実績報告 書」 という。）に次の 各号に掲げる 書類 を添えて、

町長に提出し なけ ればならない 。  

(１ ) 記録媒 体の 購入に係る領 収書 の写し  

(２ ) その他 町長 が 必要と認め る書 類等  

（補助金の額 の確 定 ）  

第 13 条  町長は 、申請者から 設置 補助金補助金 実績 報告書又は維

持管理補助金 実績 報告書の提出 があ ったときは、 その 報告の内容

が補助金交付 決定 の内容（これ に条 件を付した 場 合に あっては、

その決定の内 容及 び条件）と相 違 が ないか審査す ると ともに当該

事業の完了状 況を 検査し、適当 と認 めたときは、 交付 すべき補助

金の額を確定 し、 太子町防犯カ メラ 設置 補助金補 助金 及び維持管

理補助金確定 通知 書（様式 第 10 号）（以下「確 定通知 書」という 。）

により当該申 請者 に通知するも のと する。  

（補助金の請 求等 ）  

第 14 条  確定通 知書を受けた 申請 者が補助金の 交付 の請求をしよ

うとするとき は、太子町防犯カ メラ 設置補助金補 助金 及び維持管

理補助金交付 請求 書（様式 第 11 号）を町長に提 出し なければな

らない。  

２  町長は、申 請 者から前項の 請求 書の提出があ った ときは、当該

請求書の提出 のあ った日か ら 30 日以内に補助金 を交 付するもの

とする。  

（交付決定の 取消 し）  



第 15 条  町長は 、申請者 が次の各 号のいずれか に該 当するときは 、

補助金の交付 決定 の全部又は一 部を 取り消すこと がで きる。  

(１ ) 法令に 反す る等、不正な手 段 により補助金 の交 付を受けた

とき  

(２ ) 補助金 を他 の用途に使用 した とき  

(３ ) 補助金 の交 付決定に付し た条 件に違反した とき  

(４ ) この要 綱の 規定に違反し たと き  

（補助金の返 還）  

第 16 条  町長は 、前条の規定 によ り交付決定の 全部 又は一部を取

り消した場合 にお いて、当該 取消し に係る部分に 関し 既に補助金

が交付されて いる ときは、期限を 定 めて、その返還 を 命じること

ができる。  

（関係書類）  

第 17 条  申請者 は、補助事業 に係 る経費の収支 を明 らかにした書

類を常に整備 しな ければならな い。  

（維持管理）  

第 18 条  申請者 は、設置した 防犯 カメラについ て、 継続して適切

に維持管理し なけ ればならない。し かし、やむを得 な い事情等に

より維持管 理 で き な く な る 場 合 は 、 町 長 と 事 前 に 協 議 す る こ と 。 

（財産の管理 及び 処分の制限）  

第 19 条  補助対 象事業により 取得 し、又は 効用が増 加した財産は 、

町長の承認 を 受 け な い で 、 補 助 金 の 交 付 の 目 的 に 反 し て 使 用 し 、

譲渡し、交換 し、 貸し付け、又 は担 保に供しては なら ない。  

（雑則）  



第 20 条  この要 綱に定めるも のの ほか必要な事 項は 、町長が別に

定める。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱 は、 平成 28 年４月１ 日から施行す る。  

 （経過措置 ）  

２  この要綱 の施 行の際、この要綱 による改正前 の太 子町防犯カメ

ラ設置補助金 交付 要綱の規定に 基づ いてなされた 決定 、確定、取

消し又は申請、そ の他の手続は、こ の要綱の相当 規定 に 基づいて

なされた決 定 、 確 定 、 取 消 し 又 は 申 請 、 そ の 他 の 手 続 と み な す 。 

   附  則  

 （施行期日 ）  

１  この要綱 は、 令和 ５年４月 １日 から施行する 。  

（経過措置）  

２  こ の 要 綱 の 施 行 の 日 前 に 太 子 町 防 犯 カ メ ラ 設 置 及 び 維 持 管 理

事業補助金交 付要 綱 の規定に基 づい てなされた決 定、確定、取消

し又は申請、そ の 他の手続は、こ の 要綱の相当規 定に 基づいてな

された決定、 確定 、取消し又は 申請 、その他の手 続と みなす。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


